
新監査公表第２号 
 
 平成１９年度包括外部監査の結果に基づく措置状況について，平成２０年８月２６日付け新監査第
２８３号で新潟市長から措置を講じた旨の通知があったので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）
第２５２条の３８第６項の規定により以下のとおり公表します。 
 
平成２０年８月２７日 
 

新潟市監査委員  小 原 克 己 
   同     山 崎 隆 夫 
   同     青 木 千代子 
   同     阿 部 紀 夫 

 
 

平成１９年度包括外部監査 
「新潟市水道局が所管する水道事業及び新潟市下水道部が所管する下水道事業の財務に関する
事務の執行，経営に係る事業の管理並びに関連業務を行う財団法人新潟水道サービスの出納その
他事務の執行について」 
 
１ 監査結果に基づき措置を講じたもの 
頁 監査対象 監査結果の概要 結果に対する措置 
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及び 
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下水道部 
経営企画課 
 
 
 
 

第三部 下水道事業 
第２ 監査の結果と意見（総論） 
２ 中長期事業計画の策定について 
【指摘１】 
「田園型政令市」の特徴を有する新潟
市において、今後の下水道整備をいかに
進めるのかについての具体的計画は明ら
かになっていないが、今後さらに下水道
処理人口普及率を向上させるためには莫
大な資金が必要となることは明らかであ
る。「分権型政令市」を掲げる中、各区の
特性を考慮し、地域ごとにメリハリをつ
けた下水道整備の推進を図っていくこと
も必要と思われる。 
ガイドラインが示された段階で早急に
中長期的ビジョン及びアクションプログ
ラムを策定されたい。 
 
３ 新潟市の下水道事業の現状 
（２）下水道事業会計の財務状況 
②貸付金増減取引について 
【指摘２】 
貸付金増減取引は、実際に現金の支出
や収入を伴うため予算計上が必要な項目
であるが、財務諸表上は損益計算書に計
上するのではなく、貸借対照表の増加・
減少項目として取扱う必要がある。 

 
 
 
 
本市の将来像実現に向けて概ね今後
10 年間に取り組むべき下水道施策を提
示する「中期ビジョン」，及び計画期間
の前期 5 年間程度に実施する事業の内
容や目標値などを示す「実施計画」を平
成 20年度中に策定してまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ご指摘のとおり，損益計算書への計上
は誤りでしたので，今後は貸借対照表の
増加・減少項目として取扱ってまいりま
す。 
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下水道部 
経営企画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
第３ 監査の結果と意見（各論） 
１ 下水道使用料の収納状況等と下水道
事業受益者負担金、分担金について 
（２）下水道事業受益者負担金、分担金 
④負担金の徴収猶予の管理について 
【指摘３】 
過年度に徴収猶予としたものについて
は、今後の管理方針に従い適切に把握し、
徴収猶予の取消事由となっていた場合に
は、早急に徴収手続を開始することが必
要である。 
また、徴収猶予とした受益者に対して
は取消事由が発生しているかどうか建築
確認等を利用して毎年調査を行うなど適
時に状況を把握できる体制にする必要が
ある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
徴収猶予台帳の整備を行い，下水道管
理センターに提出される公共桝設置申
請により，猶予の取消し事由の把握に努
めてまいります。 
また，農地転用の状況を把握するた
め，農業委員会からの情報提供について
協議してまいります。 
 

 
 
２ 意見に対応したもの 
頁 監査対象 意見の概要 意見への対応 
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第二部 水道事業 
第２ 監査の結果と意見（総論） 
２ 新潟市水道事業の財務状況及び財務
分析 
（３）平成 17年合併が財務状況に与えた
影響について 
③平成 17年合併に伴う債務増加と対応 
【意見１】 
 借入金の返済、利息の支払いは、他の
経費とは異なり短期的に解消することは
困難であり、そのコスト負担の増加は水
道事業の今後の財政運営上問題となるの
で、今後とも借入金の圧縮に努められた
い。 
 
３ 水道料金について 
（１）料金算定方法の考え方 
②今後の料金算定方法について 
【意見２】 
利用者が負担する料金の世代間の公平
性を担保する観点から、次回の料金改定
に際しては、損益ベースによる料金算定
方法の採用を検討することが望まれる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
新潟市水道事業中長期経営計画にお
いて，平成 18年度を基準に 26年度まで
に 89 億円の企業債残高を削減すること
としており，着実に削減を進めていま
す。今後も施設の小規模化等により施設
整備費を削減し，借入金を圧縮します。 
 
 
 
 
 
世代間の負担の公平性を担保すると
ともに，将来にわたり安全・安定給水を
持続するため，日本水道協会の「水道料
金算定要領(平成 20 年 4 月改定)」に基
づいた損益ベースでの料金算定方式の
導入について，平成 21 年度末までに検
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（２）逓増型料金体系の見直しについて 
②逓増型料金体系の見直しについて 
【意見３】 
新潟市では、水道の普及率がほぼ 100％
となり、また、後述する（本報告書 53ペ
ージ参照）平成 17年合併に伴う浄水場等
の統廃合が予定されていることを考えた
場合、従来から他の政令指定都市と比較
しても逓増度合は低いところであるが、
次回の水道料金改定に際しては、「水道
料金算定要領」改正の動向を踏まえつつ、
現状の需要抑制型の逓増型料金体系から
利用者が水道供給にかかる費用をより公
平に負担するような料金体系への移行を
検討する必要があると考える。 
 
（３）需要減少対策 
【意見４】 
水道事業は利用者からの料金収入によ
って賄われていることから、需要を喚起
することで料金収入を増やす方策を料金
体系の検討と併せて行う必要があると考
える。 
 
 
 
 
 
５ 水道技術継承のための人材確保 
（３）水道技術研修計画 
【意見５】 
水道局が、浄水場の運転監視業務等に
ついて積極的に民間委託の推進を図るこ
とで、効率的経営に努めている姿勢は評
価できる。他方、「マスタープラン」の
施策目標に掲げる「安全でおいしい水の
供給」に努め、「いつでもどこでも必要
水量を供給」するため、水質管理や事故・
災害対策も含めて考えると、水道の専門
家としての人材確保と育成が不可欠とな
る。 
そこで水道技術の継承に努めるため、
体系的な水道技術研修計画に基づく人材
育成策を強化、充実させるとともに全体
の職員数の抑制を図りながらも、民間委
託に馴染まない業務については新規採用

討します。 
 
 
 
 
損益ベースでの料金算定方式導入の
検討に合わせ，原価主義に基づく受益者
負担の徹底及び経営の健全性の観点か
ら，大口使用者と他の使用者との負担水
準のあり方について，平成 21 年度末ま
でに検討します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
現時点では，大口需要者に対する「個
別需給給水契約」や「逓増逓減併用型料
金」といった政策的料金制度の導入が考
えられますが，事業全体のコストを無視
した値下げ等は，結果として大口需要者
以外の使用者に負担が転嫁されること
にもなりかねないことから，平成 21 年
度末までに慎重に検討したいと考えて
います。 
 
 
 
 
マスタープランに掲げた人材育成の
基本的な考え方は，民間とのパートナー
シップの発揮による効率的経営を前提
に，特に技術分野において，民間委託等
には馴染まない，事業運営の根幹に係る
技術や専門的能力を持つ職員の育成を
目指すものです。 
具体的には，平成 19 年度に技術研修
計画を策定し，これに沿った研修を実施
するとともに，20 年度には職員研修施
設の設計を行う予定です。また，今年 4
月には新規採用職員のジョブローテー
ション（教育配転）の指針を定め，今後
これに沿った運用を実施してまいりま
す。 
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等による必要な人材確保に努めるよう併
せて検討していくことが望まれる。また、
これに併せてより効果的な人材育成を行
うための採用方法やジョブローテーショ
ンの方針についても検討が必要と思われ
る。 
 
 
 
 
 
 
第３ 監査の結果と意見（各論） 
１ 水道料金等の収納状況及び受託金算
定上の取扱いについて 
（２）水道料金の延滞・不納欠損の管理
状況等について 
②過年度未収金の状況 
【意見６】 
今後は滞納先ごとの状況を個別管理
し、未収金管理が停滞しないよう担当部
署の連携をさらに強化し組織的に把握し
ておくことが望まれる。 
 
 
 
 
 
 
（３）下水道使用料徴収業務について 
②受託金算定上の水道メーターの減価償
却費の取扱い 
【意見７】 
受託金の算定上、水道メーター本体の
減価償却費又は購入費用を考慮すべきで
ある。なお、水道局では予算編成時など
下水道部に対し協議の申し入れを行って
いるが、財政上の理由により承諾を得ら
れていないとのことである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

さらに，これら研修やジョブローテー
ションの前提となる職員の採用方法等
については，市人事課及び人事委員会事
務局と協議を行い，平成 21 年 4 月の採
用期には，水道局の技術職員について，
従来の市長部局からの出向方式を改め
て，水道事業管理者が直接に採用する予
定です。 
なお，より優秀な人材の確保を図るべ
く，採用試験の実施方法等について，協
議を継続してまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
滞納整理の担当部署である各事業所
等が，それぞれ管理している滞納者情報
や個別事案への対応などについて情報
交換を緊密に行うとともに，料金業務関
係三課会議（業務課，中央事業所料金課
及び秋葉事業所料金課）において，未収
金状況を把握・分析し，さらに課題の解
決策などの検討を行い，今後の滞納整理
事務に反映させます。 
 
 
 
 
 
「雨水公費・汚水私費」の費用負担の
原則を踏まえると，本件にかかる費用は
下水道使用料の対象経費として取り扱
われるべきものと考えます。 
しかしながら，現行の使用料は，旧新
潟市における平成16年度から18年度の
3年間を財政計画期間として算定された
ものであり，合併を背景に現在では積算
の前提が崩れ不足額が発生しています。 
この不足額は一般会計からの繰入金
により補てんされていますが，仮に本件
の費用を下水道事業会計で負担するこ
とになると，その財源としては繰入金を
上乗せするほかなく，一般会計側として
は事業の縮小などをもって相当分を捻
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③水道メーターの固定資産計上について 
【意見８】 
水道料金原価の算定上、耐用年数１年
以上かつ取得価額10万円以上という基準
を工具、器具及び備品に限定する必要は
ないと考えられる。今後、購入単価の少
額なものについては、資産の種類を問わ
ず購入時に費用処理することが望まれ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 地方公営企業法適用上の検討課題 
（１）固定資産の減価償却について 
【意見９】 
毎期の原価計算を適切に行い、適正な
料金算定の基礎とするためにも固定資産
の減価償却については発生主義の原則に
従って、固定資産を事業の用に供した時
から適時に償却計算を開始することがで
きるよう規程の改正を含め検討が望まれ
る。 
 
 
 
 
 
 
（２）固定資産に係る減損会計適用につ
いて 
【意見 10】 
水道事業は地方公営企業として発生し
たすべてのコストを原則として利用者か
らの料金により回収する総括原価主義を
採用している。この総括原価主義の観点

出する必要があるため，市民サービスの
低下につながる可能性があります。 
したがって，下水道使用料が不足して
いる間は当該経費の負担は難しく，今
後，下水道使用料のあり方を検討する際
に，検討項目の一つとして取り扱ってま
いりたいと考えています。 
 
 
 
地方公営企業の固定資産の範囲につ
いては，事業の規模等により適宜会計規
程に定めることとされております。量水
器（水道メーター）は，水道料金算定の
基本となる設備で，計量法に基づき８年
ごとの定期交換を必要とします。また，
年間の購入総額も１億円を超えている
ことから，重要な固定資産と認識してお
り，現状その位置付けを変更することは
想定しておりません。しかし，ご意見の
とおり固定資産の範囲を縮小し費用処
理を行うことで事務の省力化などの効
果も期待できることから，今後も研究を
進めてまいりたいと考えています。 
 
 
 
 
水道事業は建設改良費の支出件数が
多く，年度途中から減価償却を開始する
ためには，竣工図書に基づく資産分析資
料の作成，建設事務費の固定資産への配
賦等の附帯処理等を短期間で行う必要
があるため，月締め及び決算処理時の事
務負担が膨大となり，その作業量に対応
できない現状です。また，固定資産電算
システムの改修が必要であり，多額の費
用負担も生じることから，本件について
は現行どおり年度単位での償却としま
す。 
 
 
 
 
減損会計については，現段階では地方
公営企業に適用される規定がないため，
当面は国等における地方公営企業会計
制度に関する議論の進展を待ちたいと
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からも、撤去される以前の事業年度にお
いて事業等の休止、廃止された施設に係
る固定資産については減損したものとし
て解体費用も考慮した正味実現可能価額
までの減損を実施する会計処理導入の検
討が望まれる。 
 
（３）退職給与引当金について 
②監査の結果 
【意見 11】 
上記の検討のとおり、退職給与引当金
に多額の計上不足額があるということ
は、発生主義に基づき適正な期間損益計
算をすることを求めている地方公営企業
法の趣旨にそぐわない会計処理とみなさ
れるおそれがある。新潟市水道局のよう
に今後10年程度の内に多額の退職金支払
が見込まれる組織にあっては、発生主義
に基づく損益計算方法である上記ａ法に
より毎期継続的に退職給与引当金を計上
し、料金算定に反映させることで世代間
負担の公平性を図ることも可能となるの
で、引当不足額の解消の検討が望まれる。 
 
（４）修繕引当金について 
②監査の結果 
【意見 12】 
修繕引当金として計上すべき対象範囲
を計画的に実施される修繕費に絞り込む
こと及び修繕計画期間のうち各年度の負
担とすべき修繕費を修繕引当金として計
上する方法に改めること並びに修繕引当
金の計上対象とした資産につき修繕が発
生した年度は修繕引当金を目的充当する
ことなど修繕引当金の計上方法の精緻化
の検討が望まれる。 
 
３ 水質管理及び事故・災害対策 
（２）事故・災害対策 
②新潟県中越沖地震 
イ 新潟県中越沖地震の応援活動から得
た課題と今後の対応策 
【意見 13】 
水道局が作成した今後の対応策につい
ては、新潟市だけでは対応することは難
しいこともあると思われる。しかし、日
本水道協会新潟県支部の支部長として、
また震災復旧に当たった市町村として新

考えます。しかしながら，ご意見のとお
り廃止施設の資産に係るコストを回収
する必要があることから，廃止施設が解
体されるまでの期間においては，毎期償
却を行うこととします。 
 
 
 
 
 
ご意見のとおり特定の時期に全職員
が退職する場合の退職給与所要額を引
当金として確保することが最も適切と
認識しております。しかしながら，これ
を短期に解消しようとすると，実施期間
においてコストが集中的に上乗せされ，
料金原価を大きく引き上げてしまうこ
とから，コスト平準化の観点からは長期
スパンでの対応とせざるを得ないため，
段階的に引当不足を解消する会計処理
を毎期継続的に行うこととします。 
 
 
 
 
 
 
計画修繕対象資産の範囲の確定と当
該資産の修繕サイクルにおける所要額
の算定を進め，遅くとも平成 22 年度予
算から引当金の計上方法を変更します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
今後とも，日本水道協会新潟県支部
(新潟県内)・日本水道協会中部地方支部
(中部地方９県)・日本水道協会本部(全
国)における災害対策会議などを通じ
て，中越沖地震から得た災害対策に関す
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水道局 
財務課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
水道局 
水質課 
 
 
 
 
 
 
水道局 
水質課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
水道局 
総務課 
 
 
 

潟市が全国に啓発活動を行うなど、対応
策実現に向けた役割を積極的に果たすこ
とが望まれる。 
なお，新潟市は中越沖地震の応援活動
における課題等を踏まえ、紙ベースの全
体管路図、加圧機能付き給水車・カーナ
ビゲーション搭載緊急車の増配備及び応
急給水用備品の整備を20年度当初予算に
措置する予定である。 
 
ウ マスタープランへの反映について 
【意見 14】 
管路の耐震化については、短期的に改
善をはかることの難しい問題ではある
が、新潟県中越沖地震から得た教訓を活
かしてマスタープランやマスタープラン
実施計画に反映させていくべく、今後も
積極的に予算措置を行うことが望まれ
る。 
 
５ 水質管理センターの業務管理の状況 
（２）監査の結果 
①農薬分析用の標準試薬の在庫管理につ
いて 
【意見 15】 
すべての薬品が現物と管理簿と一致し
て、適切に保管されていることを確認す
るために在庫調査は１年に１回行うこと
が必要である。 
 
 
②管理簿の確認印について 
【意見 16】 
「薬品管理の運用について」に従って、
管理責任者、副管理責任者が確認したこ
とを証跡として残すため押印等をするこ
とが望まれる。 
 
 
 
６ 財団法人新潟水道サービス 
（２）監査の結果 
①財団の抱える課題 
【意見 17】 
財団として現在、進められている公益
法人制度改革（平成 20年 12月１日施行）
に則った新たな公益財団法人として存続
できるどうかについては、公益認定基準

る教訓を発信していきたいと考えてい
ます。なお，新潟市における紙ベースの
全体管路図の作成などは予定どおり予
算措置しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
管路の耐震化は，災害対策における重
点課題と位置付け，従来から管路の新
設，更新の際に耐震管を採用しておりま
す。耐震化推進のための施設整備予算に
ついては，今後も優先的に措置します。
 
 
 
 
 
 
 
 
試薬を適切に管理するため，｢薬品管
理の運用について｣を改訂し，平成 20年
１月に標準試薬の在庫調査を実施しま
した。今後も年１回の在庫調査を確実に
実施してまいります。 
 
 
 
今後も「薬品管理の運用について」に
従い確認を徹底し，毒物，劇物の管理を
適切に実施してまいります。また，管理
責任者及び副管理責任者の確認印につ
きましては，遺漏のないよう留意いたし
ます。 
 
 
 
 
 
左記の意見について，財団法人新潟水
道サービスに説明を求め，調査を行った
ところ，以下のとおり措置・対応し，改
善を行うとの報告がありました。 
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水道局 
総務課 
 
 
 
 
 
 
水道局 
業務課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を満たすような事業内容、財務内容や組
織に改革できるかにかかっており、十分
な検討が必要である。 
 
 
 
 
 
 
７ その他 
（１）新潟のおいしい水道水「柳都物語」 
②在庫管理について 
【意見 18】 
在庫管理の観点から浄水場においても
払出し管理簿等を作成して、どのグルー
プにどれだけ配布したか把握することが
望まれる。 
 
（２）システムのセキュリティ管理につ
いて 
【意見 19】 
不正なデータの入力、データの改竄及
び情報漏洩を防止するために、個人単位
にパスワードの付与、システムによるパ
スワードの強制変更等のセキュリティ対
策を早期に講ずることが望まれる。 
なお、水道料金・下水道使用料等調定
収納システムでは、システム利用者のア
クセス履歴の管理など情報漏洩の防止の
ためセキュリティ対策を講じているが、
今回の包括外部監査を受け平成20年１月
にパスワードの変更を実施し、パスワー
ドの種類も従来の２から25へ増やしたと
ころである。今後は定期的にパスワード
変更を行う運用とするなど、セキュリテ
ィ対策の強化を図ることとしている。 
さらに、現在、新潟市水道局では平成
21 年度稼動を予定し、新たな上下水道料
金調定収納システムの開発が進められて
いるが、システムの機能のみならずセキ
ュリティ対策についても十分検討するこ
とが必要である。 
 
第三部 下水道事業 
第２ 監査の結果と意見（総論） 
３ 新潟市の下水道事業の現状 
（２）下水道事業会計の財務状況 
④企業債残高の状況 

 
新潟市の水道事業の一端を担う財団
法人として，平成 20年 12月１日に施行
される新公益法人制度関連法における
公益法人に認定されることは必須であ
ると考えますので，確実に認定基準を満
たすよう諸条件を整備・改革して，公益
認定を申請してまいります。 
 
 
 
 
 
平成 20 年度から各浄水場における払
出し管理簿を作成し，配布先及び配布数
管理を実施しました。 
 
 
 
 
 
システムのセキュリティ管理につい
ては，今後も本市セキュリティポリシー
の趣旨や関係法令等を遵守し，適正かつ
厳密に情報資産管理を行う中で，具体的
な対応としてのパスワード設定につい
て，現在の係単位から職員個人単位へ変
更するとともに変更頻度を高め，セキュ
リティ対策の一層の強化を図ります。 
 また，現在開発中の新上下水道料金調
定収納システムのセキュリティ管理に
ついても，同様に万全を期します。 
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137 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

下水道部 
経営企画課 
及び 
同部 
下水道計画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
下水道部 
経営企画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
下水道部 
経営企画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【意見 20】 
重要な社会都市基盤のひとつである下
水道の整備推進に努めることは優先すべ
き課題だと考えられるが、反面、新潟市
の財政運営にとって、この下水道事業が
抱える企業債残高がこれ以上膨張するこ
とは看過し得ないものと思料する。 
今後、策定予定の中長期ビジョンの中
で、設備投資のスピードをどのレベルに
するか、それに応じて下水道事業の企業
債残高のピークをいつ頃、どの程度とす
るかについて明らかにし、市民の理解を
求める必要がある。 
 
（３）営業費用の分析 
③静岡市との比較分析 
【意見 21】 
新潟市下水道事業と規模や環境が類似
する他の政令指定都市の下水道施設能力
や財務状況などを比較分析することで
様々な問題点や課題が明らかなる。した
がって、今後、予定されている中長期ビ
ジョンやアクションプランの具体的な目
標や施策作りのツールとしてベンチマー
クの手法を取り入れることを試みられた
い。 
 
４ 下水道使用料の算定方法について 
（３）汚水処理と雨水処理の区分経理及
び開示の検討の必要性について 
【意見 22】 
下水道事業の中に公共的役割を果たし
た結果を表す雨水処理と私的役割を果た
した結果を表す汚水処理という性格の異
なる事業について、収入である一般会計
繰入金に見合った支出がどんな内容であ
ったか、またその原価の発生状況や、下
水道使用料による経費の回収の状況等に
つき、損益計算書の補足資料等として区
分開示し説明をすることは、次回の下水
道使用料改定の際、市民の理解を得るた
めにも望ましいと考えられるので、どの
ような内容の開示が必要か等について積
極的な検討をお願いしたい。 
 
第３ 監査の結果と意見（各論） 
１ 下水道使用料の収納状況等と下水道
事業受益者負担金、分担金について 

 
本市の将来像実現に向けて概ね今後
10 年間に取り組むべき下水道施策を提
示する「中期ビジョン」を平成 20 年度
中に策定する予定であり，その中で，ご
意見の内容についても提示してまいり
ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本市の将来像実現に向けて概ね今後
10 年間に取り組むべき下水道施策を提
示する「中期ビジョン」を平成 20 年度
中に策定する予定ですが，ベンチマーク
は有効な手法であると認識しており，取
り入れてまいりたいと考えています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
雨水事業・汚水事業別に収支状況など
を整理のうえ，下水道使用料による経費
回収状況等も含め，毎年，決算認定後，
速やかに情報提供してまいります。 
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下水道部 
経営企画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
下水道部 
経営企画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
下水道部 
経営企画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
下水道部 
経営企画課 
 
 
 
 
 
 

（２）下水道事業受益者負担金、分担金 
③負担金等の未収金管理について 
【意見 23】 
負担金等については平成 16 年度から
年々不納欠損処理が増えてきている。平
成 19年度から対応が図られているが、内
容証明の送付などにより今後更なる回収
努力を行うことが必要である。 
 
 
２ 地方公営企業法適用上の検討課題 
（１）固定資産の減価償却について 
【意見 24】 
一部適用とはいえども公営企業会計を
適用している趣旨に鑑みると、毎期の原
価計算を適切に行い、適正な料金算定の
基礎とするためにも固定資産の減価償却
については発生主義の原則に従って、固
定資産を事業の用に供した時から適時に
償却計算を開始することができるよう規
則の改正を含めた検討が望まれる。 
 
 
 
（２）固定資産に係る減損会計適用につ
いて 
【意見 25】 
水道事業と同様、事業等の休止、廃止
された施設に係る固定資産については減
損されたものとして解体費用も考慮した
正味実現可能価額までの減損を実施する
会計処理導入の検討が望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
（３）退職給与引当金について 
【意見 26】 
従来から下水道事業会計において職員
の退職手当を負担している実績があるこ
と、また下水道使用料金の算定上それら
の退職手当が含まれていることから、毎
期適正な下水道使用料を算定するために
も、下水道事業会計において負担すべき
退職手当の範囲などについて関係部課と

 
 
 
平成 19 年度においては，時効が完成
するものを主として，電話，書面による
催告を実施しましたが，今後は，徴収体
制の強化を図るため税の特別滞納整理
室との連携による債権回収などについ
て検討してまいります。 
 
 
 
 
下水道事業は建設改良費の支出件数
が多く，年度途中から減価償却を開始す
るためには，竣工図書に基づく資産分析
資料の作成，建設事務費の固定資産への
配賦等の附帯処理等を短期間で行う必
要があるため，月締め及び決算処理時の
事務負担が課題となるほか，固定資産電
算システムの改修が必要であり，その経
費負担が新たに生じることから，現行ど
おり年度単位での償却とします。 
 
 
 
 
減損を実施する会計処理が必要とな
るケースとしては，減価償却期間が満了
となる以前の施設の休止，または廃止の
規模が大きい時であり，具体的には合併
による事業（施設）統合が想定されます。
下水道事業の場合，このたびの合併で
は施設統合が必要な状況とはなりませ
んでしたし，今後も施設整備を進めてい
く状況においては，減損を適用するケー
スの発生が想定されませんので，現時点
では導入を見送ることとします。 
 
 
 
国において各自治体の公会計の整備
を推進している中で，本市では平成 19
年度決算から普通会計と特別会計，企業
会計，第 3セクター等の連結財務書類を
作成する予定であり，現在，貸借対照表，
行政コスト計算書，資金収支計算書，純
資産変動計算書の 4 表の整備に取り組
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下水道部 
経営企画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
下水道部 
経営企画課 
及び 
同部 
下水道計画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
下水道部 
経営企画課 
及び 
同部 
下水道計画課 
 
 
 

協議し、明文上の規定として定めた上で、
各期の負担額を退職給与引当金として計
上することが望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
（４）修繕引当金について 
【意見 27】 
水道事業と同様に、下水道事業におい
ても長期計画的に多額の修繕を実施する
必要のある施設の有無を調査し、該当す
る資産が存在する場合には、一部適用と
はいえども公営企業会計を適用している
趣旨に鑑みると、毎期の原価計算を適切
に行い、適正な料金算定の基礎とするた
めにも、発生主義の原則に従って各期の
負担額を修繕引当金として計上すること
の検討が望まれる。 
 
 
 
４ 契約関係 
（２）積算誤りの防止対策について 
【意見 28】 
現状の集団検算の実施は、積算の正確
性の確保、組織全体の経験値の向上を図
るという点で重要であり、評価できるが、
その反面、予定していた工事の実施が遅
れることにより、住民サービスの低下を
引き起こしかねない。今後、積算の正確
性を維持しつつ作業の効率化を図るべく
検討されたい。 
 
５ 危機管理対策 
（２）新潟県中越沖地震 
②新潟市下水道施設の耐震化の状況 
【意見 29】 
下水道処理人口普及率を向上させるに
は今後とも多額の設備投資が必要とな
る。ここ数年、新潟県内で発生した地震
の被害状況等を勘案すると、耐震化のた
めの施設整備の改築更新についても中長
期計画を策定する際に十分考慮しておく
ことが望まれる。 

んでいます。 
その財務書類において，全職員にかか
る退職給与引当金を算出する予定であ
り，下水道事業会計における退職給与引
当金の額も提示されることとなります。 
本件については，このような公会計の
整備推進の流れの中で，公営企業会計の
趣旨も踏まえながら検討してまいりま
す。 
 
 
 
修繕引当金の計上は，原則として下水
道使用料の原価計算に修繕費を算入し
ている場合と考えますが，現行の使用料
は，旧新潟市において平成 16 年度から
18 年度の 3 年間を財政計画期間として
算定されたものであり，合併を背景とし
て現在も当時の料金のままとしていま
す。 
本件修繕引当金については，今後，下
水道使用料のあり方を検討する際に，検
討項目の一つとして取り扱ってまいり
たいと考えています。 
 
 
 
 
積算の正確性の維持としては，今後も
集団検算を継続していくほか，引き続き
積算技術の向上に向けた職員研修など
を実施してまいります。 
また，作業の効率化としては，平成
20 年度から積算の外部委託の件数を増
やし，事務負担の軽減や工事の早期発注
に向けた体制を整えたところです。 
 
 
 
 
 
施設の耐震化について，その必要性は
認識しており，現在は，予算の許容範囲
内で補強工事などを実施しています。し
かし，抜本的な対策には，管渠の布設替
えや施設の建て替えに掛かる莫大な費
用を要することから，即座の対応は難し
い状況です。 
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経営企画課 
及び 
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下水道部 
経営企画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
下水道部 
経営企画課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 中部下水処理場の業務管理の状況 
（２）監査の結果 
①修繕費予算に対する一律削減の再検討
について 
【意見 30】 
下水道は重要な社会都市基盤であり、
下水道施設の運転がたとえ一時的にでも
停止するような事態が発生すれば公共用
水域の汚濁や浸水被害など都市活動の重
大な障害にもつながるため、昼夜を問わ
ずその機能を十分発揮できるような体制
にしておくことが必要不可欠である。そ
の観点から、修繕費予算に対する一律削
減を求めることについては再検討する必
要がある。 
 
②緊急工事に備えるための予備費の必要
性について 
【意見 31】 
予期せぬ故障に伴う修繕に備えるた
め、今後、中部下水処理場工事請負費に
おいて相応の予備費を予算計上しておく
ことの検討が必要である。 
 
 
 
 
 
 
③施設設備の改築・更新について 
【意見 32】 
平素から、下水処理場及びポンプ場の

一方，地震時でも下水道が持つ最低限
の機能を発揮させるため，液状化による
下水道管渠の浮上防止や，処理施設の上
屋のみの耐震化などの緊急対策が必要
であることから，国の進める下水道地震
対策緊急整備事業の採択を受けるべく，
調査を進め，平成 20 年度から 5 ヵ年計
画として実施することとしております。 
なお，本市の将来像実現に向けて概ね
今後 10 年間に取り組むべき下水道施策
を提示する「中期ビジョン」を平成 20
年度中に策定する予定であり，その中
で，下水道における地震対策の基本的な
方針を提示していきたいと考えていま
す。 
 
 
 
 
 
 
市民の安心安全で快適な暮らしのた
め，下水道施設の機能保持は重要な施策
の一つであると考えており，厳しい財政
状況ではありますが，修繕費の必要な予
算の確保に努めてまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
突発的な修繕に備え，相当分の予算を
確保しておくためには，他の事業規模の
縮小などをもって財源を捻出する必要
があります。また，厳しい財政状況の中，
予備費を計上したとしても，突発的な修
繕が発生しなかった時には，その財源措
置の意味がなくなってしまうことから，
発生した場合の補正予算対応とするの
が現実的であると考えます。 
 
 
 
指定修繕が十分でないことによって
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及び 
同部 
下水道管理セ
ンター 
 
 
 
 

指定修繕（機器オーバーホールや一部更
新などの計画修理）が十分なされていな
い場合には、その施設に対する修繕が国
庫補助の対象外となり、市単独工事とし
て改築・更新をせざるを得なくなるので、
指定修繕については予算上の配慮が必要
である。 
 

国庫補助が活用できる対象工事が対象
外となることのないよう，施設の機能保
全と改築更新にかかる総合的な計画を
策定し，それに基づきながら，必要な予
算の確保に努めてまいります。 
 

 


